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労働力調査特別調査(総 務省統計局)に よれば,1984年に約15%に過 ぎ
























る。換言すれば 「仕事の内容」に対す る理解無 くして,労働の問題を考える









に,専 門職(プ ロフェッショナル)を強調する傾向が広く見 られ る。その一一
方で,様 々な専門職を取 り上げて仕事の特徴から特性,進路そして待遇に至
るまで相互参照を徹底 した百科事典のように職業を案内するサイ ト 「キャリ
アマ トリックス」は先の事業仕分 けで廃止とされてしまった且。また多様な
労働研究の中にあっても,日本の職業分析は欧米に比べて遅れているとされ









という視点か ら 「雇用の多元化」 という言葉で再構築したい。
II.日本 型雇用 システム とアメ リカ型雇用 システムの比較
本章では,ま ずアメリカ型雇用システムとの比較によって日本型雇用シス
テムの特徴を明 らかにする。その上で,日 本型雇用システムとジョブデザイ

















た職務を必要に応 じて割 り当て,賃 金表を通 じて職能資格に基づ く賃金が
決定 される。小池(2005)に基づけば,「仕事経験の幅の広さ」 と 「遅い選





他方,ア メリカ型雇用システムの特徴 としては短期雇用,成 果主義賃金お
よび産業別 ・職種別組合の三本柱が通説 となっている。長期雇用を前提 とし










「生産 アプローチ(Productionapproach)」を兼 ね備 えたシステム とな る。
アメリカ企 業で は,各 労働 者 に割 り当て られ る仕事の 内容 は職務 記述書
(Jobdescription)により明確 化 されてい る。 この ルー ルは 「職務等級制 度
(Jobgradesystem)」という報酬 システムと不可分 の関係 にある。職務 分析
(Jobanalysis)3を通 じて,職 務の組 織 内的な価値 と市場価値 の双方が等 し
くな るように職務 等級が決定 され,各 等級 には賃 金 レンジが決定 されている
(石田 ・樋口(2009))。職務分析 によって職務 の困難度,責 任 の大きさ,必 要 と
され る知識 ・技能の水準 な どが明確化 され た後,職 務評価(Jobevaluation)
を通 じて 職務 の組 織 内 的な価値(重 要 性)が 設 定 され,世 間相場 の調 査
(Salarysurvey)によって職務 の市場価値 が判定され る。一般的 には,職 務 の
各要素 を得点化 してその合計点で評価す る得点要素法(Pointfactormethod)
が行 われている。
日本型 あるいはアメリカ型 とされ る雇用 システムは,お 互 いに優れた部分
を取 り入れなが ら常 に変化 して いる。石 田 ・樋 口(2009)によれば,ア メリカ
企 業の人事制度 では ブロー ドバ ンディング(Broadbanding)とコンピテンシー
(Competency)が台頭 してい るとい う。 ブロー ドバ ンディングとは,先 に説明
した職務等級制度 にお いて,既 存の職務 と等級 を大括 り化 す ることに より,
職務 と報 酬の対応 関係 に 自由度 を持たせ るこ とで あ る。職務 に賃金を対応付
けた職 務給的な運用 を見直 し,職 務価値 よ りも従業 員の能力的側面に注 目 し
た処遇 を行 うとい う 「職能給」化が進 め られて いる。 コンピテンシー とは高
業績者の思考特性 や行動特性 を抽出 ・整理 した もので あ り,人 材育成上の指
標 として評価や処遇に用いてい る。従来 のよ うな特 定任務 を遂行す るための
知識 ・能力ではな く,よ り汎用的かつ動態的 な能力 や行動 の指標を開発 した
もので あ り,日本企業 が重視す る 「職務遂行 能力(職 能)」に近 い概念 となっ
て い る。生産 の現 場 にお いては,ト ヨタ生産 方式 が リー ン生産方式(1ean
productionsystem)の名前で注 目され,高 い技能 を持 つ従業員の育成 に重

















変化に大 きな差は見られず,水 準で見て も学歴,年 齢 ・勤続年数の割合が若
干管理職以外で高い程度の差しか見 られない。
興味深いのは,業 績 ・成果の割合が2001年に高 くなった後,2009年には
1998年の水準以下にまで低下していることである。 また日本型を大きく特




















の増加によって,個 々人の仕事内容を分析 し正 しく評価 ・測定することの必
要性は高まっている。このことを示すかのように,先 の業績 ・成果および職








前章の示唆 を受 けて,職 務 や職能 を分析す る上で不可欠 となる概念 を定義
し,ジ ョブデザ イ ンを探求 する ことの必要性 を明 らかに したい。Byarsand
Rue(2011)に基づ いて,人 的資源管理論の職務分析 に関 す る基 本用語の確
認 をしてお こう。手 を伸 ば す,っ か むな どの基本 的動作 の一 つ一つ を微動
(micromotion)と名 付け る。2つ 以上の微動 が集 まると,持 ち上 げる,運 ぶ
な どの独立 した動作 として要 素(elements)と呼ぶ ことがで きる。1つ 以上
の要素が集 まるこ とによ り業務(タスク)(tasks)を形成 することにな る。1つ
以上の業務 を遂行 す る上で,責 任(responsibilities)を伴 う義務(duties)
が発生 し,い くっか の義務 が集 まって立場(position)を形 成す る。 い くつ
かの立場 が集 ま るこ とによ り,仕 事(ジ ョブ)(jobs)が形成 され る。仕事 と
は重要な業務 および責任 と同一視 される立場の集合体で ある。 い くつかの仕
事 をまとめて職業(occupation)と呼ぶ。
以上の説明 にお いて重要にな る用語は業務(タ スク)と 仕事(ジ ョブ)で あ
る。業務(タ スク)は 一般 に考 えられ る仕 事の最 小構成 単位 であ り,業 務の
遂行 に当たって一一定 水準の技能(ス キル)(skill)や能 力(ability),すなわ ち
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人的資本(humancapital)が必 要 とされる。仕 事(ジ ョブ)は い くつかの業
務の集合体 として扱 うこ とがで きる。
AutorandHandel(2009)では人的資本賦存量(能 力),職業,仕 事 の業務,
賃金を統 一的に扱 うフレームワー クを開発 してい る。 このモデルの定式化を
簡単 に紹介す ると次の よ うな ものである。人的資本の賦存量(す なわち能 力)
を各業務の効率 を示す ベ ク トル Φ、={φ、i,wi'L,……,φ講 として,仕 事jに
就 く労働者iの 生産性 を次の式 で表 す。
















れらの作業にあたって,組 織上技術上の要件(需 要側の要件)と 仕事を担当

















上げた成果において各人の貢献度を評価することは難 しく,結果 として 「人」
の能力を評価することとなるだろう。その評価にあたっては,例 えば努力の
度合いや協調性 といった基準が用いられる可能性があるかもしれない。評価









こすことになる。 しか しながら,長期雇用によって実現 される企業特殊的技能












rv.雇用 問題 におけるジ ョブデザ イ ンの意義
一 「仕事 の幅」 に関連 す る諸 問題 一
日本 において非正規雇用が拡大 した背景 にっい て,「外圧的な環境 変化に
よる業務 の 二極 化」 と 「雇用 ポー トフォリオ」の2っ の トピックスを選 んで考
察 してみたい。その上で仕事の幅 とい う視 点か ら職 業分析 を行 うことの重要
性 を説 く。
コンピューター の普及や グローバ ル化 の進展 に伴 い,非 正規雇用 が拡大
す る ようにな る と,1990年代 後 半 よ り技 能偏 向 的 技 術進 歩(skill-biased
technologicalprogress)に原因 を求 め る研 究 が 活 発 に行 われ た(例 え ば
Autor,KatzandKrueger(1998))。技能 偏向的技 術進 歩 とは,技 術進歩 そ
の ものが熟練労働 者(skilledworker)を偏向的 に 需要す るよ うになる現象
を指 す。 コンピューターの普及な どに よ り,ま す ます技能 を持つ労働者 の生
産性が 向上 し,旺 盛な労働需要を反 映 して賃金 も 上昇 したが,熟 練 ・未熟練
労働者間 の賃 金格差 は拡大 した。
2000年代 に入ると,コ ンピューターやインターネ ッ トの普及 を通 じて,労 働





















図3は日経連(1995)が発表 した雇用ポー トフォリオの図である。ポー ト
フォリオとはリスクや リターンが異なる金融商品を組み合わせて最適な資産
構成を組み立てることを意味する金融用語である。正社員,パ ー ト・アルバ





























に立った 「長期蓄積能力活用型」,高度な専門能力を有す るが必ず しも長期




要なとき,必 要なコス トで確保 しなければならない と主張 している(石原 ・
大久保(2006))。第1のグループは従来型の正規社員,第2の グループは当時
導入が始 まったばか りの契約社員,第3の グループはパー ト・アルバイトな
どを想定 している。特に当時の契約社員は専門性を前面に出していて,企 業
を横断 しながら専門職をこなす集団 として注目されていた。その後,契 約社
員という働 き方がパート・アルバイトの延長に成 り下がってしまった ところに
問題があると思われる。
雇用ポー トフォリオの枠組みの中で,各 労働者の働 き方は現在で言うとこ
ろの 「ワークライフバランス」の考え方につながっていくものであり,ワーク
ライフバランスは自分の生活 とのバランスの中で望ましい雇用形態 を選択す
るという点が評価 されて,労 使双方か ら支持 される考え方であった。 自らの
選好に基づ き自由に雇用形態を選択できる場合には,雇用ポートフォリオと
いう考え方は労使双方に資するものであるが,景 気悪化などにより非正規雇
用 しか選べない状況 となると,雇用ポー トフォリオの矛盾が露呈するように
なる。
正規 ・非正規 という雇用形態の違いは,単 純 な労働時間の差だけではな
い。労働政策研究 ・研修機構(2010)で明らかにされているように,今 日の
企業では,契 約形態や労働者の属性 といった非正規雇用者の内訳や,非 正規














規 ・非正規 という区分がいかに形式的なものかを示す事例 と言えるだろう。
雇用形態 とは,労働時間,雇用期間,仕 事の範囲,人 材育成,福 利厚生な
ど多岐にわたる側面にわたる概念なのである。この意味において,雇用形態
の違いという言葉で問題を分析することに慎重になる必要がある。鶴(2011)
においては,非 正規雇用問題の根幹 として有期雇用を取 り上げ,有期雇用が
もたらす様々な問題点を指摘している。本稿では雇用形態の問題の中から仕
事の範囲の問題,す なわちジョブデザインの問題 として考察を進めたい。
ジ ョブデザインの観点か ら日本の正規 ・非正規雇用を解釈すると,正規雇
用は 「あいまいな仕事の幅」で特徴付けることができるので,他 の労働者 と
重なり合うような仕事がデザインされていることになる。仕事の範囲があいま

















V.む すびにかえて 一 今後期待 され る労働 政策一
















































UniversityPress.(デヴ ィ ッ ド ・マ ー ス デ ン 著,宮 本 光 晴 ・久 保 克 行 訳(2007)『 雇













































2八 代 ・伊藤(2006)が「人事労務管理論 と労働経済学 との対話は十分ではない」




3jobに対して職務 と仕事 という異なる訳語が与えられ ることになるが,本 質的
に同じものを指 している。
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